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政府・与党の「社会保障・税一体改革」成案に関する見解

全日本自治団体労働組合
1.　政府・与党社会保障改革検討本部は6月30日、社会保障・税一体改革成案を決定した。
これに先立つ6月2日、政府の「社会保障改革に関する集中検討会議」は、社会保障の改革原案を取りまとめ公表した。しかし、この原案に対して、自治労本部は、①社会保障において地方が担っている役割が示されていない、②消費税５%の引き上げだけが突出しており、地方への配分も示されておらず、国の財政再建・健全化に回される可能性が高い、③総合的な税制改革が示されておらず、消費税引き上げだけが焦点化しているなど、問題があるとして、この間、政府・民主党に働きかけを強化してきた。
2.　この結果、成案では、自治労や地方団体などからの意見を踏まえ、次の点が補強された。
1 社会保障における地方の役割として、「地方単独事業を含む社会保障給付の全体像を整理するとともに、地域や個人の多様なニーズに的確に対応できるよう、地方の現場における経験や創意を取り入れ、各種サービスのワンストップ化をはじめ制度の簡素化や質の向上を推進する」とした。

2 現行の消費税5%分に関しては、地方消費税（1%）と消費税（4%）の地方交付税法定率分を維持し、増収分は「国と地方の役割分担に応じた配分を実現することとし、国とともに社会保障制度を支える地方自治体の社会保障給付に対する安定財源の確保を図る」とした。
3 　また、「税制全体の抜本改革」として、個人所得課税については「格差の是正や所得再配分機能の回復のため、所得控除の見直しや税率構造の改革を行う」「給付付き税額控除については、所得把握のための番号制度等を前提に、関連する社会保障制度の見直しと併せて検討を進める」などとの記載が盛り込まれた。
3.　自治労は、この間、我が国の現行社会保障支出が先進諸国に比べて低水準にあることから、新しい状況下における社会保障の機能強化と持続可能な制度の再構築を求めてきた。その意味で、今回の成案にある社会保障改革の基本的考え方の方向性については同意するものである。今回の成案で示している３つの理念（①参加保障、②普遍主義、③安心に基づく活力）と５つの原則（①全世代対応型、②未来への投資、③分権的・多元的供給体制、④包括的支援、⑤負担の先送りをしない安定財源）、についても、自治労の基本的考え方（自治労グランドデザイン構想「社会保障改革プログラムのための３つの目標と７つの提言」）と基本認識は同一の線にあるといえる。
しかし、個別具体的な工程表や施策の姿については今回も充分に示されていないことや、公共サービスを具体的に提供している自治体の役割や責任、2025年に医療介護従事者を現在の1・6倍に増強するとする人的資源の確保策、そのための安定財源についても必ずしも明記されていないことは引き続き今後の課題として残されている。
4.　自治労はこの間、地方が担っている「社会保障サービスの役割に応じた財源の確保」を求めてきたことから、今回の成案で、地方配分を増額する方向での記載となったことは評価できる。しかし、具体的な配分方式や、実際にどの程度の地方配分となるかは今後の検討課題となった。また、地方単独事業における対象事業は「国と地方の協議の場」などで精査する方針となったため、今後、さらに地方６団体などと連携しながら、地方財源の拡充の立場から国への意見反映をめざしていく。

一方で、地方税制の方向性として「地方法人課税のあり方の見直し」が盛り込まれた。地方消費税と法人関連税の単なる財源交換に留まっては、今後、増加する地方での社会保障費に対応できない。社会保障サービスに関する財政需要を地方財政計画に積み上げ、必要な一般財源を確保する立場で、今後も政府に働きかけを強化していく。
5.　また、同日、社会保障・税番号大綱も決定された。これについては、公正で公平な所得捕捉と正確な納付記録をはかるため、個人情報保護策の徹底と自己情報へのアクセス権の確立、十分な討議と国民合意の形成などを大前提としつつ、社会保障・納税者番号制度を導入するとしている。大綱では、「番号」に係る個人情報の保護及び適切な利用に資する各種措置など我々が求めていた基本的な事項も盛り込まれている。公正・公平な社会保障の給付と負担を図り、検討されている低所得者対策や「給付付き税額控除」・「総合合算制度」の導入などを図るためには、社会保障・税番号制度の導入は不可欠であり、個人情報の実効ある保護が図られる制度設計を前提に、制度導入を求めていく。

6.　最後に、今回の「社会保障・税の一体改革」成案では、社会保障機能強化のための費用試算を3・8兆円と推計し、そのための安定財源を求めていることも持続可能性を確保する観点から当然のことである。しかし、成案をまとめるにあたり消費税の引き上げ率や時期のみに議論が集中したことは問題であり多くの課題が議論不足であると指摘をせざるを得ない。自治労としては引き続き、応能原則にもとづく所得・資産・消費・相続への総合的な課税と社会保険料の負担によって、社会保障を中心とした公共サービス拡充のための安定財源の確保を求めていく。
以　上
